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新型コロナウイルスの感染急拡大に対し、自治体が自宅での検査・療養の支援体制を拡充

している。オンライン診療などを活用して病院を受診せず自宅療養へ移行できるようにし、

発熱外来の業務逼迫を防ぐ。全国の感染者数は最多更新を繰り返しており、医療体制の効

率化は急務となっている。 

3日は全国で 24万 9830人の新規感染が確認された。これまで過去最多だった 7月 28日の

約 23 万 3000 人を 1 万 7000 人近く上回った。「BA.5」など感染力が強いとされるオミクロ

ン型の派生型が広がり、収束の見通しが立っていない。 

東京都は 3 日、自主検査の結果をもとに医師がオンラインで陽性かどうか判定する「陽性

者登録センター」の運用を始めた。医師 2人と看護師 15人が常駐し、1日あたり最大 3000

人の陽性判定にあたる。 

受診希望者は検査結果の画像や症状を専用サイトから登録し、判定を受ける。初日は約 1000

件の登録申請があった。陽性の場合はセンターが保健所に発生届を提出し、感染者はその

まま自宅療養に移行する。体調が変化した際は都の専門窓口が相談に対応する。 

まずは重症化リスクが比較的低い 20代を対象とし、ほかの世代にも順次広げる。運用開始

に先立ち、感染疑いのある 20代への抗原検査キットの無料配送を 1日に始めた。検査から

診断まで対面での対応を省略し、医療機関の負担を軽減する。 

大阪府も 3日、20～40代を対象にした「若年軽症者オンライン診療スキーム」の運用を始

めた。感染疑いのある人は自ら入手したキットや無料検査所などで検査。陽性だった場合

は府のホームページなどを通じ、医療機関のオンライン診療を申し込む。 

オンラインで確定診断を行った医療機関は保健所に発生届を提出し、解熱剤などの処方箋



を出す。希望者には薬を配送するしくみも設けた。検査キットも大阪府が 5 日から希望者

に無料で配布する。 

1日あたり 10件程度の発熱外来に対応している大阪市の葛西医院は「ほぼ限界で予約を断

る件数の方が多い」（小林正宜院長）。若年層の診断をオンラインに移行できれば「高齢者

らが発熱外来にアクセスできる可能性が広がる」とみる。 

コロナ下でオンライン活用の重要性を指摘する声は多かったが、現場での普及は遅れ気味

だった。過去にない感染者の急増が自治体の背中

を押した格好だ。 

病床の逼迫感は徐々に強まっている。内閣官房に

よると、病床使用率が 50%を上回ったのは 2 日時

点で 29都府県と都道府県の 6割に達した。神奈川

県の 88%が最も高く、鹿児島県や福岡県、静岡県な

どで 70%を超える。 

政府にコロナ対策を助言する厚生労働省の専門家

組織「アドバイザリーボード」は 3 日に会議を開

き、感染状況について分析した。脇田隆字座長は

会議後の記者会見で病床使用率の上昇傾向に触れ

「医療提供体制に大きな負荷がかかっている」と

指摘した。 

医療機関の負担減のため、全数調査の見直しを求める意見があることに関し「（医師が作成

する）発生届だけに依存せず、より重層的なサーベイランス（監視）に移行すべきだ」と

の考えを示した。具体案として地域や医療機関を抽出した定点調査や、重症者などに対象

を絞る手法を挙げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


